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2 。 米 国 地 方 政 府 の 経 営 危 機 に お け る 再 建 ・再 生 制 度52.1.
米国地方政府の再建・再生における特徴
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第3 に、数的には一般の地方政府の破産は少なく、破産法適用団体のほとんどは学校区など特別
地方公共団体の破産であ る。




連邦 破産法第9 章を適用して再生を図 るヶ－スは決して多くはない。1937 年から1994 までの間 にわ
ずか491 の地方政府が破産宣告を受けたにすぎず、1980 年以降でみると、12a 件が提出されたにとど
まる。破産申立件数をみると（カ ッコ内は、民間企業や個人 も含 めた破産申立の合計件数）、1990 年7
件 （725千件）→1995 年12 件（858千件）→1996 年10 件（1,042千件）→1997 年9 件（1,317千 件）→1998
年5 件(1,429 千件）→1999 年3 件（1,392千件）である6．
また、1980 年から95 年の間に破産申立のあった件数を機関毎にみると、地方公営企業64 件、地方
政府（市、村、郡）17件、病院関連7 件、学校施設6 件、特別区22 件、交通機関5 件となっている。
行政サービスを継続的に提供 する必要性については日米間で差はない。経営破たん以前 に州 がテ
コ入れすることが、連邦主義の枠組みを維持するうえでも必要である。その意味で、地方政府 の破



























3 。 連 邦 破 産 法 第9 章 の フ レ ー ム3.1.1.
地方政府破産における連邦 と州の役割
連邦破産法第9 章の規定は、大恐慌 さなかの1934 年に立法化された11．議会は、連邦憲法修正10 条
に規定された州の統治権を、侵害しないかたちでの立法化 を目指したものの、最高裁は本法を違憲
と断じた12．このため議会 は、1937 年に修正破産法を改めて制定した結果13、ようや く最高裁も支持
することとなり、連邦破産法第9 章の本格的 な運用が始 まった。
連邦破産法は、連邦主義への配慮から、破産手続に関与する連邦破産裁判所の権限に制限を加え
ている。例えば、同法903 条（ReservationofStatetocontrolmunicipalities: 州政府の地方政府 に
対する監督権限の保持）は、原則 として連邦破産裁判所が、州の地方政府 に対する監督権限を制限





る。 これは見方を変えれば、地方政府の破産 における再生責任 の所在と権限の一致を意味するとも
いえる。連邦破産裁判所 は、地方政府の経営破たんの場合に、後見的 に監督 することは行って も、
権利調整などの具体的な実務 は地方政府と州 に任せるスキームとなっている。州 は、自己の責任と
権限のもとで、地方政府の再生に向けて必要な措置をとると同時 にコントロ ールを行うわけである。
この点は、米国地方債マーケットとの関係で も重要である。 経営責任 と、経営の結果責任 として
の「再生」への責任は表裏一体的である。地方政府が、経営内容 をどのように改善し、債務返済を
円滑 に進めるか、あるいは、 どこ までの債務返済が可能なのか、 債権者 に対する説明責任がある。
このためには、責任の所在が一本化 される必要がある。
本法 は、以 後も数回にわたり修正されてきている。改正内容をみると、特徴は二点みられる。 第
一 に、破産手続を利用しやすくして財政再建 を促進するという ものである。第二に、地方政府のマ
ネジメントに対する州の責任の明確化 という点である。
例えば、深刻化する地 方政府の財政危機への法的対応を可能とするため、1978 年 に破産申請に関
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前者は法との適合性や履行主体の適格性などの形式面を定めていることから「形式的要件」、後者は
債務調整 によっ て自らの債権の金額や返済繰 り延べなどの影響 を受 ける債権者の関与 のあり方とい
う権利 の実体面を定めているこ とから「実質的要件」と位置づけることができよう。 そこで以下で
は両者を分けて論じる（まとめについては表I を参照）。943








り利益に適う、他にとるべき選択」 とするために、 そのテスト を適用する51。
次に、実質的要件については901 条（a）が準用する日29 条の規定 をみる。この規定 は、利 害関係人
の承認 という、もっとも利益対 立の激しい部分を規律するため実質的にみてきわめて重要であ る。1129
条（a）（8）によると、債権者が債務調整計画によって返 済額を減額されたり、返済時期を延長さ
れるといったかたちで害 される場合、原則 として、害される各請求債権の種類ご とに承認 されるこ
とが必要とされる。 もっとも、1129 条（a）（10）の規定により、害される請求権のグループのうち一
つで も債務調整計画 を受 け入れるのであれば、破産裁判所は認可することができる。
裁判所 は、仮に債権者の同意が得られない場合にも、1129 条（b）の“cramdown" （強制的に呑 み
込 ませるの意）条項により計画 を認可で きる。全ての種類の債権者が受け入れた場合でなくても、



















































4 。 お わ りに
本稿では、米国地方政府の財政危機における再生制度について、連邦破産法第9 章の制度スキー





















本 稿 で は 、 財 政 破 た ん以 前 に 、 自助 努 力 な い し は連 邦 政 府 や 州 政 府 の 支 援 に よ っ て 破 た ん を 回 避 す る場 合 を
「 再 建 」 と い い 、 財 政 破 た ん 状 況 に陥 り 、 連 邦 破産 法 を 適 用 し て再 建 を はか る 場 合 を 「再 生 」 と称 し て 用 語 を
使 い 分 け てい る。「再 建 」 と「 再 生 」を あ え て 区 別 し た の は 、 前 者 は「 一 度 衰 え た もの 、 す た れ た も の を も り か
え す こ と 」、 後 者 は 「生 まれ 変 わ る 」 と い っ た ニ ュア ン ス を出 す た めで あ る 。『広 辞 苑 （第 五 版 ）J、 岩 波 書店 。2
米 国 の 倒産 手 続 法 とし て はFederalBankruptcyCode が あ る。 こ の 法 律 に は 、 本 稿 で と り あ げ る 地 方 政 府 を
対 象 とし た 債 務 調 整 （ 負 債 整 理 ） 手 続 で あ る第9 章 の ほ か 、 企 業 の 清 算 手 続 で あ る 第7 章 、 企 業 の 再 建 手 続 で
あ る 第11 章 、 個 人 の再 建 手 続 で あ る 第13 章 が 含 まれ る。 い い か え れ ば 、 清 算 を 目 的 と す る 破 産 手 続 だ けで な く
会 社 更 生 や民 事再 生 の よ う な 手 続 も 含 む法 体 系 とな っ て い る。 こ の た め 、「 連 邦 倒 産 法 」と す る の が 正 確 と い え
る か もし れ な い （例 え ば、 山 本 和 彦 「 倒 産 処 理 法 入門 」、 有 斐 閣、2003,p.5 は連 邦 倒 産 法 と し て い る ）。 も っ と
も 、 こ れ ま で 連邦 破 産 法 と い う 言 い 方 が 一 般 で あっ た た め 、 本 稿 で は 連 邦 破 産 法 と訳 出 す る。3
制 度 面 に つ い て 論 及 し て い る 文 献 と し て は、 南善 已「カ リ フ ォ ル ニ ア州 オ レ ン ジ郡 の 破 産 に つ い て 」『地 方 債
月 報 』、1995.9 、pp.4-31 、 大 寺 廣 幸「 カ リ フ ォ ル ニ ア州 オ レ ン ジ郡 の 破 産 ―米 国 の 地 方 自 治 体 の 倒 産 と再 建 の 教
訓－ 」『郵 政 研 究 所 月 報 』、2001.3 、pp.119-151 な らび に脚 注8 に あ げ た も の な ど が あ る 。4
昭 和30 年12 月29 日 法 律 第195 号。5
本 章 に つ い て は 、 稲 生 信 男「 自 治 体 改 革 と地 方 債制 度 － マ ー ケ ッ ト との 協 働 」、 学 陽 書 房 、2003 、pp.141-143
を 参 照 。6Source:AdministrativeOfficeoftheU.S.Courts,StatisticalTablesfortheFederalJudiciary
（http://wWw.













】8“specialrevenue" は、破産法902 条に明文化されている(§902(2)oftheBankruptcyCode) 。19






































るものとする．一方，901 条(a) はこの条文を準用していない．したがって地方政府の解散( 清算) 価値によっ
て，債権者への返済割合等を定めることができないことになる．50BankruptcyJudgesDivision,AdministrativeOfficeoftheUnitedStatesCourts,op.cit.,p.52.51Ibid.,p.52
・52]lu.s.c.
§944(a).53IIU.S.C.
§944(b).54
なお，第一に，債務調整計画において免責対象から除かれた債権，第二に，計画の確定以前に通知されず，
あるいは，本破産事件につき現実に知らなかった善意の債権者の債権については，免責の対象とはならない．11U.S.C.
§944(c).55Hu.s.c.
§§日44,901(a).
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AnissueonrevitalizinglocaleconomyhasrecentlybecomecriticalinJapan ・Especiallyfiscalcrisisisaseriousprobleminlocalareas.Itisnoteasytofindthewaytosolveit.0ntheotherhand,thereisnosystemregardingreorganizationlawinJapanwhensomelocalgovernmentsgobankrupt.Itissupposedtobeneededtoprepareforsuchsituationlegally.ToderiveaconceptualframeworkforaregulationonbankruptcyoflocalgovernmentsinJapan,thispaperexaminestheconceptualframeworkofChapter9ofFederalBankruptcyCodeintheU.S.andthenanalyzeshowaframeworkonreorganizationofaprivatecorporationismodifiedwherethedebtorisamunicipal-ity
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